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明 細 書

発明の名称 ：熱式空気流量センサ

技術分野

[0001 ] 本発明は、空気流量計に用いられる測定素子であって、発熱抵抗体と測温

抵抗体とを備えて空気流量を測定する熱式空気流量センサに関する。

背景技術

[0002] 空気流量計として、空気量を直接検知できる熱式の空気流量計が主流にな

つている。特に、半導体マイクロマシニング技術により製造された測定素子

を備えた熱式の空気流量計は、コス トが低減できることや、低電力で駆動で

きることなどから注目されている。このような熱式の空気流量計に用いられ

る測定素子 （熱式空気流量センサ）としては、例えば特許文献 1 に提案され

ているものがある。この公報に提案されている熱式空気流量センサは、半導

体基板上に電気絶縁膜が形成され、この電気絶縁膜上に発熱抵抗体や測温抵

抗体が形成されており、さらに発熱抵抗体、測温抵抗体の上には電気絶縁体

が形成されている。また、発熱抵抗体や測温抵抗体が形成された領域は、半

導体基板の裏面側から異方性ェッチングすることにより半導体基板の一部が

除去されてダイャフラ厶構造となっている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 0 _ 1 3 3 8 9 7 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0004] 特許文献 1 に提案されている熱式空気流量センサは、発熱抵抗体や測温抵

抗体が形成されている領域がダイャフラ厶構造となっており、前記両抵抗体

の表面には、プラズマC V D (chem i ca l Vapor Depos i t i on) 法によって形成

されたシリコン酸化膜、シリコンナイ トライ ド膜、シリコン酸化膜が積層さ

れる。一般にC V D 法によって形成 した膜は粗な膜 （原子密度が低い）であ



ることから、緻密化を目的に高温 （1 o o o °c ) の熱処理が行われるが、シ

リコンナイ トライ ド膜はこの熱処理の際に特に高い応力を発生させる。

[0005] 発熱抵抗体や測温抵抗体は、モ リプデン膜等の金属膜が堆積 パターニン

グされたものであり、その表面に堆積された、シリコン酸化膜、シリコンナ

イ トライ ド膜表面には、上記金属膜の膜厚に応 じた段差が生 じる。シリコン

ナイ トライ ド膜の高い応力は、この段差部に集中し、場合によっては膜内に

クラックが発生する。クラックが発生すると、表面から酸素や水分が吸入 し

て抵抗体が酸化する。酸化が進行すると抵抗体の抵抗が変化するので空気流

量計測に誤差を生 じさせる。

[0006] 本発明の目的は、計測誤差を低減 した熱式空気流量センサを提供すること

にめる。

課題を解決するための手段

[0007] 上記目的を達成するために、本発明の熱式空気流量センサは、半導体基板

と、前記半導体基板上 に形成された、発熱抵抗体、測温抵抗体、及び、シリ

コン酸化膜を含む電気絶縁体と、前記半導体基板の一部を除去 して形成 した

ダイャフラム部と、を有 し、前記発熱抵抗体及び前記測温抵抗体が前記ダイ

ャフラム部上に形成され、前記発熱抵抗体及び前記測温抵抗体の上層に前記

電気絶縁体として形成されたシ リコンナイ トライ ド膜を備えた熱式空気流量

セ ンサにおいて、前記シ リコンナイ トライ ド膜は、前記発熱抵抗体及び前記

測温抵抗体パター ンに対応 した段差が形成され、さらに、前記シリコンナイ

トライ ド膜を多層構造とした。

発明の効果

[0008] 本発明によれば、計測誤差を低減 した熱式空気流量センサを提供すること

ができる。

図面の簡単な説明

[0009] [ 図1] 本願に係る第一実施例における測定素子の概略平面図である。

[ 図2] 本願に係る第一実施例における断面図である。

[ 図3] シ リコンナイ トライ ド膜中に発生する応力の分布図。



[ 図4 ] シ リコンナイ トライ ド膜 中に発生す る応力のシ リコンナイ トライ ド膜厚

依存性 を表 した図。

[ 図5]_ 回 目のシ リコンナイ トライ ド膜上 に二回 目のシ リコンナイ トライ ド膜

を堆積 した場合、界面 が形成 され る ことを示 した写真。

[ 図6] 本願 に係 る第二実施例 における断面 図であ る。

[ 図7] シ リコンナイ トライ ド膜 中に発生す る応力の段差依存性 を表 した図。

[ 図8] シ リコン酸化膜 に発生 した段差 を機械研磨、 エ ッチバ ック法 によ り低減

した図。

[ 図9] 発熱抵抗体や測温抵抗体 に ヒロックが発生 した様 子 を示 した図。

発明を実施するための形態

[001 0] 以 下、本発 明の実施例 を説 明す る。

実施例 1

[001 1] 本 発 明の第一の実施例 であ る熱式空気流量 セ ンサ を図 1 と図 2 を用 いて説

明す る。 図 1 は熱式空気流量 セ ンサの概 略平面 図、 図 2 は図 1 の A — A ' 位

置 における断面 図であ る。

[001 2] 本 実施例 の熱式空気流量 セ ンサ （熱式空気流量計 に用 い られ る測定素子）

は、 図 1 に示 す よ うに、 シ リコン基板 1 、発熱抵抗体 1 0 、 空気温度 を測定

す るための測温抵抗体 9 ， 1 、端 子電極 1 2 、 ダイヤ フラム部 6 を備 えて

いる。 なお、 8 はダイヤ フラム部 6 の端部 であ る。

[001 3] 図 2 を用 いて本実施例 の製造方法 を説 明す る。

シ リコン基板 1 を熱酸化 して下部 電気絶縁膜 とな る熱酸化膜 2 を形成 し、

熱酸化膜 2 の上 にモ リプデ ン （M o ) 膜 を 1 5 0 n m厚 ほ ど堆積 してパ ター

ニ ングを行 うことによ り、発熱抵抗体 1 0 、 測温抵抗体 9 ， 1 を形成 す る

。 下部 電気絶縁膜 は熱酸化膜 2 だ けで も良いが、 シ リコンナイ トライ ド （S

i N ) 膜 や シ リコン酸化膜 （S i 0 2) を積 層 して も良い。 また、構造発熱抵

抗体 1 0 、 測温抵抗体 9 ， 1 はモ リプデ ン膜 ではな くプラチナ等 の金属膜

で形成 して も良い。次 に発熱抵抗体 1 0 、 測温抵抗体 9 ， 1 の上 に上部 電

気絶縁膜 とな る、 シ リコン酸化膜 3 を 5 0 0 n m程度 プラズマ C V D 法 によ



り堆積 し、その後、膜の緻密化を目的に8 0 0 °C以上で熱処理を行う。この

際にはモリプデン堆積膜厚に相当する段差 1 3 が形成される。次に2 回に分

けてシリコンナイ トライ ド膜 4 を2 0 0 n m程度堆積する。この際、一回目

のシリコンナイ トライ ド膜堆積後に熱処理を行い、次に2 回目のシリコンナ

ィ トライ ド膜堆積後に熱処理を行うという具合に、膜堆積後には必ず熱処理

を行う。また、この熱処理温度はシリコンナイ トライ ド膜の緻密化が可能な

8 0 0 °C以上とする。シリコン酸化膜 3 の段差 1 3 上にシリコンナイ トライ

ド膜 4 が堆積されるので、シリコンナイ トライ ド膜 4 にも段差 1 4 が形成さ

れる。その後、シリコン酸化膜 5 を3 0 0 ~ 5 0 0 n mの膜厚でプラズマC

V D法により堆積 し、その後、 8 0 0 °C以上で熱処理を行う。次にポリイミ

ド系の樹脂膜を堆積 パターニングして、 P I Q膜 1 5 を形成する。図 1 に

示す端子電極 1 2 はシリコン酸化膜 5 形成後の上部電気絶縁膜にコンタク 卜

用の穴を開けてアルミニウムや金等を堆積 して形成する （図示せず）。最後

に、裏面よりシリコン酸化膜等をマスク材として、 K O Hなどのエッチング

液を用いてダイヤフラム部 6 を形成する （図示せず）。ダイヤフラム部 6 は

、 ドライエッチング法を用いて形成 しても良い。図 2 の符号 7 は、マスク材

であるエッチングマスク端部の位置を示 しており、符号 7 で示すエツチング

マスク端部から外側をマスク材で覆い、エッチングを行うことにより、ダイ

ャフラム部 6 の部分のシリコン基板材が除去される。

[0014] 本実施例では、上部電気絶縁膜はシリコン酸化膜 3 及びシリコンナイ 卜ラ

イ ド膜 4 、シリコン酸化膜 5 の三層の膜で構成させたが、さらに多くの層か

らなる膜で構成 しても良い。

[001 5] 次に、本実施例の作用効果について説明する。

シリコンナイ トライ ド膜 4 を単層膜で形成 した場合に発生するクラックの

原因を検討 したところ、シリコンナイ トライ ド膜 4 堆積後の高温の熱処理に

よって、シリコンナイ トライ ド膜 4 が緻密化 し、膜内に l O O OM P a 程度

の高い引張り応力が生 じ、この応力が段差 1 4 の表面で集中して発生するこ

とが我々の解析から明らかとなった。



[001 6] 熱 式空気流量 セ ンサでは、発熱抵抗体 1 0 を常時 2 0 0 ~ 3 0 0 °C 程度 に

発熱 させ るが、 この発熱温度 が高 けれ ば高 いほ ど空気流量 セ ンサ の 感度 が増

す。発熱抵抗体 1 0 が発熱 す る と、 その周 りに配置 され る熱酸化膜 2 、 シ リ

コ ン酸化膜 3 、 シ リコ ンナイ トライ ド膜 4 、 シ リコ ン酸化膜 5 に熱 が印加 さ

れ る ことにな る。 これ らの膜 は、熱処理温度 によ り膜応力が変化 す る。 その

ため、 高温 の熱処理 を行わない場合 には、発熱抵抗体 1 0 の発熱 によ って膜

応力が変化 し、 ダイヤ フラムが変形 し、発熱抵抗体 1 0 、 測温抵抗体 9 ，

の抵抗値 が ピエ ゾ抵抗効果 によ り変化 して空気流量検 出の誤差 を生 じさせ

る。本実施例 では これ を防 ぐため に、上部、 下部 電気絶縁膜堆積後 には必 ず

8 0 0 °C 以上 の熱処理 を施 している。

[001 7] また、 一般 的な L S I で は、配線材料 にアル ミニ ウム を用 いてお り、 アル

ミニ ゥ厶膜堆積後 には、 シ リコ ン酸化膜 や シ リコ ンナイ トライ ド膜 の電気絶

縁膜 が形成 され る。 アル ミニ ウムの融 点 は 5 5 0 °C 程度 であ るので、 アル ミ

ニ ゥ厶上 に形成 され るシ リコ ン酸化膜 や シ リコ ンナイ トライ ド膜堆積後 には

5 0 0 °C 以上 の高温 の ァニール が実施 されず、 そのため、 シ リコンナイ トラ

イ ド膜 中には高 い引張 りの応力 は発生 しない。 また、 L S I の発熱温度 は最

高で 1 2 5 °C と低 く、発熱 による膜応力変化 もほ とん どない。 さ らに L S I

は ダイャ フラ厶構造 とな っていないので、膜応力変化 による基板 の反 り量 も

ほ とん どな く、 そのため、 L S I 電気 的特性へ の影響 もない。 これ らの こと

か ら、 シ リコ ンナイ トライ ド膜 4 に発生す るクラ ックの課題 は熱式空気流量

セ ンサ特有 であ る。

[001 8] シ リコ ンナイ トライ ド膜 4 中に発生す る応力解析結果 を図 3 に示 す。発生

応力 はシ リコ ンナイ トライ ド膜 4 表面 に集 中す る ことが分 か る。 また、発生

応力のシ リコンナイ トライ ド膜 4 厚依存性 を図 4 に示 す。発生応力 は膜厚 の

減 少 とともに減 少す る。 この結果 か ら、発生応力低減 にはシ リコンナイ トラ

ィ ド膜 4 の薄膜化 が有効 とな るが、 シ リコンナイ トライ ド膜 4 の薄膜化 は、

ダス ト衝 突時の ダイヤ フラム強度 を低 下 させ る。 そのため、 シ リコンナイ ト

ライ ド膜 4 の薄膜化 は対策 と して好 ま しくない。



[001 9] 応力集中個所は、図 3 に示すようにシ リコンナイ トライ ド膜 4 の表面であ

つた。 また、シ リコンナイ トライ ド膜 4 内に発生する応力の発生源は熱処理

による膜収縮であった。 さらに、シ リコンナイ トライ ド膜 4 の薄膜化により

発生応力が低減 した。 この薄膜化による低応力化は、膜厚が薄 くなることで

、膜収縮量が減少 し発生応力が減少 したものである。以上のことか ら、シ リ

コンナイ トライ ド膜 4 を多層膜で形成 し、最後 に形成 される膜の膜厚 を薄 く

することで表面に発生応力が減少すると考 え られる。具体的には、 1 層 目の

膜堆積後 に熱処理 を行 って膜収縮 をさせ、 2 回 目の膜堆積後 に熱処理 を実施

する。本方法により、シ リコンナイ トライ ド膜 4 表面に発生する応力は 2 層

目の膜収縮分だけとなる。そのため、膜厚 を変えることな く発生応力を減少

させることができる。

[0020] 本方法を適用することにより、図 5 に示すように 1 層 目と 2 層 目に界面が

形成 される。 また、 2 層構造における、 1 層 目と 2 層 目の膜厚比は、 2 層 目

の方を多 くしても 卜一タルの膜厚 より、 2 層 目の膜厚が薄 くなるので効果が

あるが、 1 層 目よりも 2 層 目の方を薄 くした方が応力低減 には有効である。

[0021 ] 上記の第一の実施例はシ リコ ンナイ トライ ド膜 4 を 2 層 まで記載 したが、

当然なが ら3 層、 4 層膜構造 と してもよい。

[0022] いずれの場合でも多層膜内の各々の膜厚 を同 じ膜厚 とするか、 または、最

後 に形成 される膜の膜厚 を多層膜内の各々の膜 に比べて最小 とすると、シ リ

コ ンナイ トライ ド膜 4 表面に発生応力が効果的に低減 される。

実施例 2

[0023] 第二の実施例は第一の実施例の製造方法のみが異なるので、図 6 ( a ) ~

( c ) を用いてその製造方法を説明する。

[0024] まず、図 6 ( a ) に示すように、 シ リコ ン基板 1 を熱酸化 して下部電気絶

縁膜 となる熱酸化膜 2 を形成 し、熱酸化膜 2 の上にモ リプデ ン （M o ) 膜 を

1 5 0 n m堆積 してパターニングを行 うことにより、発熱抵抗体 1 0 、測温

抵抗体 9 ， 1 を形成する。下部電気絶縁膜は熱酸化膜 2 だけでも良いが、

シ リコ ンナイ トライ ド （S i N ) 膜やシ リコ ン酸化膜 （S i 0 2) を積層 して



も良い。また、発熱抵抗体 1 0 、測温抵抗体 9 ， 1 はモリプデン膜ではな

くプラチナ等の金属膜で形成 しても良い。発熱抵抗体 1 0 、測温抵抗体 9 ，

1 1 の上に上部電気絶縁膜となる、シリコン酸化膜 3 を6 0 0 n m~ 7 0 0

n m程度の厚さでプラズマC V D法により堆積 し、その後、膜の緻密化を目

的に8 0 0 °C以上の熱処理を行う。この際、膜厚に相当する段差 1 3 が形成

される。次に図 6 ( b ) に示すように、機械研磨 （C M P ) によりこの段差

1 4 を平坦化 し、シリコン酸化膜 3 の膜厚を約 5 0 0 n m とする。ここで言

う平坦化とは、発熱抵抗体 1 0 、測温抵抗体 9 ， 1 のパターンに応 じて段

差がないことを言う。その後、図 6 ( C ) に示すように、シリコンナイ トラ

ィ ド膜 4 を2 0 0 n m程度堆積 し、シリコンナイ トライ ド膜 4 の緻密化を目

的に8 0 0 °C以上の熱処理を行う。その後、シリコン酸化膜 5 を3 0 0 ~ 5

0 0 n mの膜厚でプラズマC V D法により堆積 し、その後、 8 0 0 °C以上で

熱処理を行う。その後は実施例 1 と同 じ方法により、端子電極 1 2 、ダイヤ

フラム部 6 を形成する。

[0025] 次に、本実施例の作用効果について説明する。

シリコンナイ トライ ド膜 4 内のクラックの発生原因は高い膜応力と段差形

成による応力集中である。実施例 1 では膜応力を低減 した。実施例 2 では、

機械研磨によりこの段差 1 4 を除去 したので応力集中が抑制され、クラック

の発生が抑制される。

[0026] 一般的な L S I 配線層形成での平坦化は、下層配線と上層配線を接続する

コンタク 卜配線の接続不良を無 くすために行われ、本実施例のように電気絶

縁膜のクラック発生を防止するためではない。そのため、平坦化の目的が異

なる。

[0027] 発生応力の低減は図 6 ( b ) に示すようにシリコン酸化膜 3 を完全に平坦

化 しなくても、図 7 に示すように、段差を低減することで小さくなる。機械

研磨、ェッチバック方式により段差を低減できるので発生応力が小さくなり

、クラックの発生を抑制できる。この際のエッチング量は、当然ながら、発

熱抵抗体 1 0 、測温抵抗体 9 ， 1 の膜厚よりも小さくなる。また、この場



合には図 8 に示すように、発熱抵抗体 1 0 や測温抵抗体 9 ， 1 1 が堆積され

ている領域のA 膜厚と、堆積されていない領域の B膜厚で、機械研磨後のシ

リコン酸化膜 3 の膜厚はB > A となり、さらに、発熱抵抗体 1 0 、測温抵抗

体 9 ， 1 のパターンに応 じた段差 1 4 が残るものとなる。

[0028] 段差を低減 した場合では、実施例 1 に示 したシリコンナイ 卜ライ ド4 の多

層膜化を併用することで、さらに応力が低減 し、クラック発生抑止に有効で

あることは言うまでもない。

[0029] 発熱抵抗体 1 0 、測温抵抗体 9 ， 1 1 に金属材料を用いて高温のァニ一ル

を行うと図 9 に示すようにヒロック 1 6 (部分的な盛 り上がり）が発生する

場合がある。この ヒロック 1 6 が発生すると段差 1 3 が拡大 し、発生応力が

大きくなる。そのため、 ヒロック 1 6 が発生 した場合では実施例 1， 2 に示

した方法は特に有効となる。

符号の説明
[0030] シ リコン基板

熱酸化膜

3 ， 5 シ リコン酸化膜

4 シ リコンナイ トライ ド膜

6 ダイヤフラム部

7 エッチングマスク端部

8 ダイヤフラム部の端部

9 ， 1 1 測温抵抗体

0 発熱抵抗体

端子電極

1 3 ， 4 段差

1 5 P I Q膜

1 6 ヒロック



請求の範囲

[ 請求項 1] 半導体基板 と、前記半導体基板上 に形成 された、発熱抵抗体、測温

抵抗体、及び、 シ リコン酸化膜 を含む電気絶縁体 と、前記半導体基板

の一部 を除去 して形成 したダイヤフラム部 と、 を有 し、前記発熱抵抗

体及び前記測温抵抗体が前記 ダイャフラ厶部上 に形成 され、前記発熱

抵抗体及び前記測温抵抗体の上層 に前記電気絶縁体 と して形成 された

シ リコンナイ トライ ド膜 を備 えた熱式空気流量セ ンサにおいて、

前記シ リコンナイ トライ ド膜 は、前記発熱抵抗体及び前記測温抵抗

体パ ター ンに対応 した段差が形成 され、

さ らに、前記シ リコンナイ トライ ド膜 を多層構造 と した ことを特徴

とする熱式空気流量セ ンサ。

[ 請求項 2 ] 請求項 1 に記載の熱式空気流量セ ンサにおいて、

前記シ リコンナイ トライ ド膜 を二層構造 と し、一層 目の膜厚 よ りも

二層 目の方が膜厚が薄いことを特徴 とする熱式空気流量セ ンサ。

[ 請求項 3 ] 請求項 1 に記載の熱式空気流量セ ンサにおいて、

前記多層構造の膜の内、最上位 に位置する膜の膜厚が他の膜厚 よ り

も薄いことを特徴 とする熱式空気流量セ ンサ。

[ 請求項 4 ] 半導体基板 と、前記半導体基板上 に形成 された、発熱抵抗体、測温

抵抗体、及び、 シ リコン酸化膜 を含む電気絶縁体 と、半導体基板の一

部 を除去 して形成 したダイヤフラム部 と、 を有 し、前記発熱抵抗体及

び前記測温抵抗体が前記 ダイャフラ厶部上 に形成 され、前記発熱抵抗

体及び前記測温抵抗体上 に前記電気絶縁体 と して形成 されたシ リコン

酸化膜が配置 され、前記シ リコン酸化膜上 にシ リコンナイ トライ ド膜

が積層 された熱式空気流量セ ンサにおいて、

前記シ リコン酸化膜の表面 を平坦化 した ことを特徴 とする熱式空気

流量セ ンサ。

[ 請求項 5 ] 半導体基板 と、前記半導体基板上 に形成 された、発熱抵抗体、測温

抵抗体、及び、 シ リコン酸化膜 を含む電気絶縁体 と、半導体基板の一



部 を除去 して形成 したダイヤフラム部 と、 を有 し、前記発熱抵抗体及

び前記測温抵抗体が前記 ダイャフラ厶部上 に形成 され、前記発熱抵抗

体及び前記測温抵抗体上 に前記電気絶縁体 と して形成 されたシ リコン

酸化膜が配置 され、前記シ リコン酸化膜上 にシ リコンナイ トライ ド膜

が積層 された熱式空気流量セ ンサにおいて、

前記シ リコン酸化膜の表面 を前記発熱抵抗体の膜厚未満で除去 した

ことを特徴 とする熱式空気流量セ ンサ。

[ 請求項 6 ] 半導体基板 と、前記半導体基板上 に形成 された、発熱抵抗体、測温

抵抗体、及び、 シ リコン酸化膜 を含む電気絶縁体 と、半導体基板の一

部 を除去 して形成 したダイヤフラム部 と、 を有 し、前記発熱抵抗体及

び前記測温抵抗体が前記 ダイャフラ厶部上 に形成 され、前記発熱抵抗

体及び前記測温抵抗体上 に前記電気絶縁体 と して形成 されたシ リコン

酸化膜が配置 され、前記シ リコン酸化膜上 にシ リコンナイ トライ ド膜

が積層 された熱式空気流量セ ンサにおいて、

前記シ リコン酸化膜の表面 を前記発熱抵抗体の膜厚未満で除去 し、

前記シ リコンナイ トライ ド膜 を多層構造 と した ことを特徴 とする熱式

空気流量セ ンサ。

[ 請求項 7 ] 請求項 1 乃至 4 にいずれかに記載の熱式空気流量セ ンサにおいて、

前記発熱抵抗体及び前記測温抵抗体 には ヒロックが形成 されている

ことを特徴 とする熱式空気流量セ ンサ。

[ 請求項 8 ] 半導体基板 と、前記半導体基板上 に形成 された、発熱抵抗体、測温

抵抗体、及び、 シ リコン酸化膜 を含む電気絶縁体 と、半導体基板の一

部 を除去 して形成 したダイヤフラム部 とを有 し、前記発熱抵抗体及び

前記測温抵抗体が前記 ダイャフラ厶部上 に形成 され、前記発熱抵抗体

及び前記測温抵抗体上 に前記電気絶縁体 と して形成 されたシ リコン酸

化膜が配置 され、前記シ リコン酸化膜上 にシ リコンナイ トライ ド膜が

積層 された熱式空気流量セ ンサにおいて、

前記発熱抵抗体及び前記測温抵抗体 には ヒロックが形成 され、



前記シ リコン酸化膜の表面の段差が、前記発熱抵抗体の膜厚 さ未満

であることを特徴 とする熱式空気流量セ ンサ。

[ 請求項 9 ] 半導体基板 と、前記半導体基板上 に形成 された、発熱抵抗体、測温

抵抗体、及び、 シ リコ ン酸化膜 を含む電気絶縁体 と、半導体基板の一

部 を除去 して形成 したダイヤ フ ラム部 とを有 し、前記発熱抵抗体及び

前記測温抵抗体が前記 ダイャフラ厶部上 に形成 され、前記発熱抵抗体

及び前記測温抵抗体上 に前記電気絶縁体 と して形成 されたシ リコン酸

化膜が配置 され、前記シ リコン酸化膜上 にシ リコンナイ トライ ド膜が

積層 された熱式空気流量セ ンサ に おいて、

前記発熱抵抗体及び前記測温抵抗体 には ヒロックが形成 され、

前記シ リコン酸化膜の表面の段差が、前記発熱抵抗体の膜厚 さ未満

であ り、

前記 シ リコ ンナイ トライ ド膜 は多層構造であることを特徴 とする熱

式空気流量セ ンサ。
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